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人 事 異 動 方 針 

 

令和５年４月１日 

 

新型コロナウイルス感染症の５類への引き下げを目前に控え、社会活動がま

すます活発化になり、日常生活も大きく様変わりしつつあります。 

新年度においては、子どもの成長を応援するまち、学生・若者が活躍するまち、

脱炭素社会の実現と人にやさしいまち、DX で暮らしをアップデートするまち、

新しい価値を生み出すまちを掲げて、コロナ禍の３年間で生じた様々な市民生

活の課題への解消を行うとともに、未来への投資を見据えた新たな創造や変革

に重点を置いて、様々な行政ニーズに的確に対応できるよう、選択と集中により

限られた人材を有効に活用することとします。 

多様化する市民サービスの充実と体制の活性化を図るために、性別や年齢に

とらわれることなく、柔軟な発想力や自ら考え果敢に挑戦する意欲と行動力の

ある人材を重視し、組織力を最大限発揮できるよう適材適所の人事配置を行う

ものです。 
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１ 令和５年度組織改正の概要（市長部局） 

 

（１）課の統廃合・名称変更 

◆再生資源収集業務を直営から外部委託に完全移行することに伴い、リサイク

ル推進課を廃止する。 

◆JR奈良駅周辺及び近鉄大和西大寺駅周辺における一定の整備事業が進捗した

ことを受け、業務効率化の観点から、JR奈良駅周辺整備事務所と西大寺駅周辺

整備事務所を統合し、駅周辺整備事務所に改称し、整備第一係と整備第二係を

新設する。 

◆新設する駅周辺整備事務所と名称を区別化・明瞭化させるため、JR新駅周辺

整備推進課を新駅まちづくり推進課に改称する。 

 

（２）室の新設・廃止 

◆人事課において、女性活躍とワークライフバランスの推進、男性職員の育児

休業取得の支援、また研修制度の充実による職員の人材育成の更なる強化を目

指して、人材育成室を新設する。また、人材育成室の新設による人事課内の業

務再編に併せて、労務管理を主とした業務を担う部門として人事係を人事総務

係に、組織編成や職員採用を主とした業務を担う部門として人材育成係を組織

管理係に改称する。 

◆情報政策課において、DX推進業務を課内一体となり推進させるため、課名

をDX推進課に改称する。また、デジタル推進室を廃止し、DX推進係を新設す

る。 

 

（３）係の新設・名称変更・廃止 

◆秘書広報課において、定住人口や交流人口の増加につなげるためのイベント

やPR事業等の移住定住施策を推し進めるため、移住定住促進係を新設する。 

◆総合政策課において、産地学官で連携を図り、学生の地域活動支援等を行う

ため、学生のまち支援係を新設する。 

◆医療政策課において、新型コロナウイルス感染症が感染症法上の５類感染症

に位置付けられることを受け、ウィズコロナに移行する中で、課内の業務平準

化を図ることとし、新型コロナウイルス対策係を医療事業係に改称する。 

◆新型コロナウイルスワクチン接種推進課においても、総務係と接種係を廃止

し、グループ制へ変更する。 

◆収集課において、家庭系ごみ収集業務の一部委託化による直営業務縮小に伴

い、作業第五係を廃止する。 

◆まち美化推進課において、食品残渣や草木類の堆肥化事業等に取り組み、ご

み減量を通じて循環型社会の形成を推し進めるため、循環型社会推進係を新設

する。また、管理係を総務係に改称する。 
◆環境政策課において、再生可能エネルギー設備の導入等の脱炭素化事業の推進のため、ゼ

ロカーボンシティ推進係を新設する。 



【市長部局の組織数及び増減】

２　人事異動の規模（市長部局）

３　人材派遣・人事交流（市長部局）
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５　女性管理職登用率（市長部局等）　※就任時年齢
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